
佐世保市規則第５５号 

佐世保市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則 

佐世保市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則（平成１３年規則第３号）の全部を改正する。 
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  第１章 総則 

（趣旨）  

第１条 この規則は、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号。以下「法」と

いう。）、宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和３７年政令第１６号。以下「政令」とい

う。）及び宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和３７年建設省令第３号。以下「省令」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義）  

第２条 この規則で使用する用語の意義は、法及び政令において使用する用語の例による。 

 （証明書等の様式）  

第３条 法第７条第１項（法第２４条第２項、法第４３条第２項又は法第４８条において準用する

場合を含む。）及び第２項の身分を示す証明書の様式は、様式第１号とする。 

２ 法第７条第２項の許可証の様式は、様式第２号とする。 

 （災害発生のおそれがないと認められる工事）  

第４条 省令第８条第９号及び第１０号ロの規定により規則で定める値は、５０センチメートルと

する。 

 （擁壁の設置の緩和）  

第５条 政令第２０条第１項の規定により、河川、池、沼等の水面又は農地、採草農牧地、森林そ

の他これらに類する場所に接する崖面において、災害の防止上支障がないと認められるときは、

政令第８条（政令第１８条又は政令第３０条第１項において準用する場合を含む。）の擁壁又は

政令第１４条（政令第１８条又は政令第３０条第１項において準用する場合を含む。）の崖面崩

壊防止施設の設置に代えて、次に掲げるいずれかの工法とすることができるものとする。 

 ⑴ 石積工 

 ⑵ 編柵工、筋工又は積苗工 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、災害の防止上適当と認められる工法 

 （技術的基準の付加等）  

第６条 政令第２０条第２項の規定による宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事に係

る技術的基準の付加等は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 盛土又は切土をした後の地盤に崩壊が生じないよう、別に定める技術的基準により、小段の

設置その他適切な措置を講じなければならない。 

⑵ 政令第１６条第１項第３号に規定する排水施設の管渠の勾配及び断面積は、別に定める土地

の目的の区分及び数値により算定した雨水その他の地表水又は地下水の流水量を、支障なく流

下させることができるものでなければならない。ただし、土地の規模、地勢その他周辺の状況

により市長が相当と認める場合は、この限りでない。 

   第２章 宅地造成等工事規制区域内における規制 

 （宅地造成等に関する工事の許可申請の手続）  

第７条 宅地造成等に関する工事について、法第１２条第１項の許可を受けようとする工事主は、



当該許可に係る宅地造成等に関する工事をしようとする土地の区域を工区に分けたときは、省令

第７条第１項第１号又は第２項第１号に掲げる書類及び次条の規定に基づく図面に当該工区の

位置、区域及び規模を明示しなければならない。 

 （宅地造成等に関する工事の許可申請書の添付書類）  

第８条 省令第７条第１項第１２号及び第２項第１０号の規則で定める書類は、次に掲げるものと

する。 

 ⑴ 工事をしようとする土地の区域の求積平面図 

 ⑵ 工事主に係る書類として、以下に掲げるもの 

  ア 工事主の資力及び信用に関する申告書（様式第３号）  

  イ 工事主に係る主たる取引金融機関の預金残高証明書又は融資証明書 

  ウ 工事主が工事によって造成した土地を他へ譲渡することを業とする者である場合にあっ

ては、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第３条第１項の規定による免許を受

けていることを証する書類 

  エ 工事主が個人の場合にあっては、直前３年の所得税の納税証明書 

オ 工事主が法人の場合にあっては、直前３年の各事業年度の貸借対照表、損益計算書、株主

（社員）資本等変動計算書、個別注記表並びに法人税の納税証明書及び事業経歴書 

 ⑶ 工事施行者に係る書類として、以下に掲げるもの 

  ア 工事施行者の能力に関する申告書（様式第４号）  

  イ 登記事項証明書、事業経歴書及び工事施行者が建設業法（昭和２４年法律第１００号）第

３条第１項の許可を受けていることを証する書類 

 ⑷ 宅地造成等に関する工事の同意に係る書類として、以下に掲げるもの 

  ア 宅地造成等の施行同意書（様式第５号）  

  イ 法第１２条第２項第４号の規定により同意を得た者の印鑑証明書 

  ウ 申請に係る土地の登記事項証明書及び土地の公図の写し 

 ⑸ 法第１３条第２項の規定に基づく政令第２２条に規定する設計者の資格の確認に係る書類

として、次に掲げるもの 

  ア 設計者の資格に関する調書（様式第６号）  

  イ 省令第７条第１項第５号に規定する資格を有する者であることを証する書類 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類及び図面 

（不許可通知書の様式）  

第９条 法第１４条第２項の不許可の通知は、宅地造成等に関する工事の不許可通知書（様式第７

号）によって行う。 

 （宅地造成等に関する工事の着手届）  

第１０条 宅地造成等に関する工事について、法第１２条第１項本文の許可を受けた工事主は、当

該工事に着手したときは、速やかに宅地造成等に関する工事着手届（様式第８号）を市長に提出

しなければならない。 

 （国又は都道府県、指定都市若しくは中核市との宅地造成等に関する工事についての協議）  

第１１条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第１５条第１項の規定により市長と

の協議を行おうとする者は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議書（様式第９号）の正

本及び副本に省令第７条第１項各号（第７号から第９号まで及び第１２号を除く。）及び第８条

各号（第２号、第３号イ及び第４号イを除く。）の書類（当該協議に係る宅地造成及び特定盛土

等に関する工事をしようとする土地の区域を工区に分けたときは、当該工区の位置、区域及び規

模を明示することを含む。）を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第１５条第１項の規定により市長との協議を行おうとす

る者は、土石の堆積に関する工事の協議書（様式第１０号）の正本及び副本に省令第７条第２項



各号（第５号から第７号まで及び第１０号を除く。）及び第８条各号（第２号、第３号イ及び第

４号イを除く。）の書類を添付して市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、法第１５条第１項の協議が成立したときは、当該協議をした者に対し、前２項の協議

書の副本に所要事項を記載したうえ宅地造成等に関する工事の協議成立通知書（様式第１１号）

により通知する。 

４ 第１９条の規定は、法第１５条第１項の協議が成立した宅地造成等に関する工事について準用

する。 

 （宅地造成等に関する工事の変更許可）  

第１２条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第１６条第１項の許可を受けようと

する工事主は、省令第３７条第１項の書類のほか、当該変更に係る事項の新旧を対照した図書を

添付して、市長に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第１６条第１項の許可を受けようとする工事主は、省令

第３７条第２項の書類のほか、当該変更に係る事項の新旧を対照した図書を添付して、市長に提

出しなければならない。 

３ 第９条の規定は、前２項の変更の不許可の通知について準用する。 

 （宅地造成等に関する工事の軽微な変更の届出）  

第１３条 宅地造成等に関する工事について、法第１６条第２項の規定による届出を行おうとする

工事主は、宅地造成等に関する工事の変更届出（様式第１２号）を市長に提出しなければならな

い。 

 （宅地造成等に関する工事の変更協議）  

第１４条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第１６条第３項において準用する法

第１５条第１項の規定により変更の協議を行おうとする者は、宅地造成又は特定盛土等に関する

工事の変更協議書（様式第１３号）に、省令第７条第１項各号（第７号から第９号まで及び第１

２号を除く。）及び第８条各号（第２号、第３号イ及び第４号イを除く。）の書類のうち宅地造

成又は特定盛土等に関する工事の計画の変更に係る事項の新旧を対照した図書を添付して、市長

に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第１６条第３項において準用する法第１５条第１項の規

定により変更の協議を行おうとする者は、土石の堆積に関する工事の変更協議書（様式第１４号）

に、省令第７条第２項各号（第５号から第７号まで及び第１０号を除く。）及び第８条各号（第

２号、第３号イ及び第４号イを除く。）の書類のうち、土石の堆積に関する工事の計画の変更に

係る事項の新旧を対照した図書を添付して、市長に提出しなければならない。 

３ 第１１条第３項の規定は、前２項の変更協議について準用する。 

 （宅地造成等に関する工事の完了検査等）  

第１５条 宅地造成等に関する工事について、法第１２条第１項本文の許可を受けた工事主は、当

該許可に係る工事を完了したときは、省令様式第９又は第１１に工事の完了の概要が分かる写真

を添付して、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、第７条の規定により法第１２条第１項本文の許可に係る工事を工区に分けた場合にお

いて、当該工区の土地が独立して使用に供しうるものであり、かつ、工区の分割が災害の防止上

支障がないと認められるときは、工事主の申請により、法第１７条第１項の工事完了検査又は同

条第４項の工事完了確認について、当該工区の一部完了の検査又は確認を行うことができる。 

３ 工事主は、前項の申請を行おうとするときは、宅地造成等に関する工事の一部完了検査（確認）

申請書（様式第１５号）に完了した工区部分を明示した図面及び完了の概要が分かる写真を添え

て市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、工事主から第２項の申請があった場合は、その内容を審査し、法第１３条第１項の規

定に適合していると認めるときは、宅地造成等に関する工事の一部完了検査（確認）済証（様式



第１６号）を工事主に交付するものとする。 

５ 工事主は、前項の検査（確認）済証の交付を受けたときは、その交付を受けた日から法第１７

条第２項に規定する工事完了の検査済証又は同条第５項に規定する工事完了確認済証の交付を

受けるまでの間、前項の検査（確認）済証の交付を受けた旨を表示する標識（様式第１７号）を

工事現場の見やすい場所に掲示するものとする。 

 （宅地造成等に関する工事の定期の報告）  

第１６条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第１９条第１項の報告をしようとす

る工事主は、当該工事が完了するまでの間、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の定期報告書

（様式第１８号）に省令第４８条第１項に規定する写真その他の書類を添付して、市長に提出し

なければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第１９条第１項の規定による報告をしようとする工事主

は、当該工事が完了するまでの間、土石の堆積に関する工事の定期報告書（様式第１９号）に省

令第４８条第２項に規定する写真その他の書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

 （宅地造成等に関する届出工事の変更届出）  

第１７条 法第２１条第１項の届出をした工事主は、当該届出に係る事項を変更しようとするとき

は、宅地造成等に関する工事の届出の変更届出（様式第２０号）に当該変更に係る事項の新旧を

対照した図書を添付して、市長に提出しなければならない。 

２ 法第２１条第３項の届出をした工事主は、当該届出に係る事項を変更しようとするときは、擁

壁等に関する工事の届出の変更届出（様式第２１号）に当該変更に係る事項の新旧を対照した図

書を添付して、市長に提出しなければならない。 

３ 法第２１条第２項の規定は、第１項の届出について準用する。 

 （宅地造成等に関する届出工事の完了届）  

第１８条 法第２１条第１項又は第３項の届出をした工事主は、当該届出に係る工事を完了したと

きは、届出工事の完了届（様式第２２号）に工事の完了の概要が分かる写真を添付して、市長に

提出しなければならない。 

 （宅地造成等に関する工事の中止・再開・廃止の届出）  

第１９条 宅地造成等に関する工事について、法第１２条第１項本文の許可を受けた工事主又は法

第２１条第１項若しくは第３項の届出をした工事主は、当該工事を中止し、若しくは中止した工

事を再開しようとするとき、又は工事を廃止しようとするときは、速やかに宅地造成等工事中止

（再開・廃止）届出（様式第２３号）を市長に提出しなければならない。 

   第３章 特定盛土等規制区域内における規制 

 （特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可申請の手続）  

第２０条 特定盛土等又は土石の堆積に関する工事について、法第３０条第１項本文の許可を受け

ようとする工事主は、当該許可に係る特定盛土等又は土石の堆積に関する工事をしようとする土

地の区域を工区に分けたときは、省令第６３条第１項又は第２項の規定により添付しなければな

らない書類及び次条の規定に基づく書類に当該工区の位置、区域及び規模を明示しなければなら

ない。 

 （特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可申請書の添付書類）  

第２１条 省令第６３条第１項第２号及び第２項第２号の規則で定める書類は、第８条各号に掲げ

る書類とする。この場合において、第４号イ中「法第１２条第２項第４号」とあるのは「法第３

０条第２項第４号」と、第５号中「法第１３条第２項の規定に基づく」とあるのは「法第３１条

第２項の規定に基づく政令第３１条第２項の規定において準用する」と読み替えるものとする。 

 （不許可通知書の様式）  

第２２条 法第３３条第２項に規定する不許可の通知は、宅地造成等に関する工事の不許可通知書

（様式第７号）によって行う。 



 （特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の着手届）  

第２３条 特定盛土等又は土石の堆積に関する工事について、法第３０条第１項本文の許可を受け

た工事主又は法第２７条第１項の届出をした工事主は、当該工事に着手したときは、速やかに宅

地造成等に関する工事着手届（様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

 （特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の協議）  

第２４条 特定盛土等に関する工事について、法第３４条第１項の規定により市長との協議を行お

うとする者は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議書（様式第９号）の正本及び副本に

省令第７条第１項各号（第７号から第９号まで及び第１２号を除く。）及び第８条各号（第２号、

第３号イ及び第４号イを除く。）の書類（当該協議に係る宅地造成及び特定盛土等に関する工事

をしようとする土地の区域を工区に分けたときは、当該工区の位置、区域及び規模を明示するこ

と。）を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第３４条第１項の規定により市長との協議を行おうとす

る者は、土石の堆積に関する工事の協議書（様式第１０号）の正本及び副本に省令第７条第２項

各号（第５号から第７号まで及び第１０号を除く。）及び第８条各号（第２号、第３号イ及び第

４号イを除く。）の書類を添付して市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、法第３４条第１項の協議が成立したときは、当該協議をした者に対し、前２項の協議

書の副本に所要事項を記載したうえ宅地造成等に関する工事の協議成立通知書（様式第１１号）

により通知する。 

４ 第３２条の規定は、法第３４条第１項の協議が成立した特定盛土等又は土石の堆積に関する工

事について準用する。 

 （特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の変更許可）  

第２５条 特定盛土等に関する工事について、法第３５条第１項の許可を受けようとする工事主は、

省令第６７条第１項の書類のほか、当該変更に係る事項の新旧を対照した図書を添付して、市長

に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第３５条第１項の許可を受けようとする工事主は、省令

第６７条第２項の書類のほか、当該変更に係る事項の新旧を対照した図書を添付して、市長に提

出しなければならない。 

３ 第２２条の規定は、前２項の変更の不許可の通知について準用する。 

 （特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の軽微な変更の届出）  

第２６条 特定盛土等又は土石の堆積に関する工事について、法第３５条第２項の規定による届出

を行おうとする工事主は、宅地造成等に関する工事の変更届出（様式第１２号）を市長に提出し

なければならない。 

 （特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の変更協議）  

第２７条 特定盛土等に関する工事について、法第３５条第３項において準用する法第３４条第１

項の変更の協議を行おうとする者は、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更協議書（様式

第１３号）に、省令第７条第１項各号（第７号から第９号まで及び第１２号を除く。）及び第８

条各号（第２号、第３号イ及び第４号イを除く。）の書類のうち、特定盛土等に関する工事の計

画の変更に係る事項の新旧を対照した図書を添付して、市長に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第３５条第３項において準用する法第３４条第１項の変

更の協議を行おうとする者は、土石の堆積に関する工事の変更協議書（様式第１４号）に、省令

第７条第２項各号（第５号から第７号まで及び第１０号を除く。）及び第８条各号（第２号、第

３号イ及び第４号イを除く。）の書類のうち、土石の堆積に関する工事の計画の変更に係る事項

の新旧を対照した図書を添付して、市長に提出しなければならない。 

３ 第２４条第３項の規定は、前２項の変更協議について準用する。 

 （特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の完了検査等）  



第２８条 特定盛土等又は土石の堆積に関する工事について、法第３０条第１項本文の許可を受け

た工事主は、当許可に係る工事を完了したときは、省令様式第９又は第１１に工事の完了の概要

が分かる写真を添付して、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、第２０条の規定により法第３０条第１項本文の許可に係る工事を工区に分けた場合に

おいて、当該工区の土地が独立して使用に供しうるものであり、かつ、工区の分割が災害の防止

上支障がないと認められるときは、工事主の申請により、法第３６条第１項の工事完了検査又は

同条第４項の工事完了確認について、当該工区の一部完了の検査又は確認を行うことができる。 

３ 工事主は、前項の申請を行おうとするときは、宅地造成等の関する工事の一部完了検査（確認）

申請書（様式第１５号）に完了した工区部分を明示した図面及び完了の概要が分かる写真を添え

て市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、工事主から第２項の申請があった場合は、その内容を審査し、法第３１条第１項の規

定に適合していると認めるときは、宅地造成等に関する工事の一部完了検査（確認）済証（様式

第１６号）を工事主に交付するものとする。 

５ 工事主は、前項の検査（確認）済証の交付を受けたときは、その交付を受けた日から法第３６

条第２項に規定する工事完了の検査済証又は同条第５項に規定する工事完了の確認済証の交付

を受けるまでの間、前項の検査（確認）済証の交付を受けた旨を表示する標識（様式第１７号）

を工事現場の見やすい場所に掲示するものとする。 

 （特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の定期の報告）  

第２９条 特定盛土等に関する工事について、法第３８条第１項の規定による報告をしようとする

工事主は、当該工事が完了するまでの間、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の定期報告書（様

式第１８号）に省令第７８条第１項に規定する書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第３８条第１項の規定による報告をしようとする工事主

は、当該工事が完了するまでの間、土石の堆積に関する工事の定期報告書（様式第１９号）に省

令第７８条第２項に規定する書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

 （特定盛土等又は土石の堆積に関する届出工事の変更届出）  

第３０条 特定盛土等に関する工事について、法第２８条第１項の規定による市長への届出を行お

うとする工事主は、省令第６１条第１項に規定する書類のほか、当該変更に係る事項の新旧を対

照した図書を添付して、市長に提出しなければならない。 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第２８条第１項の規定による市長への届出を行おうとす

る工事主は、省令第６１条第２項に規定する書類のほか、当該変更に係る事項の新旧を対照した

図書を添付して、市長に提出しなければならない。 

３ 法第４０条第１項の規定による届出をした工事主は、当該届出に係る事項を変更しようとする

ときは、宅地造成等に関する工事の届出の変更届出（様式第２０号）に当該変更に係る事項の新

旧を対照した図書を添付して、市長に提出しなければならない。 

４ 法第４０条第３項の規定による届出をした工事主は、当該届出に係る事項を変更しようとする

ときは、擁壁等に関する工事の届出の変更届出（様式第２１号）に当該変更に係る事項の新旧を

対照した図書を添付して、市長に提出しなければならない。 

５ 法第４０条第２項の規定は、第３項の規定による届出について準用する。 

 （特定盛土等又は土石の堆積に関する届出工事の完了届）  

第３１条 法第２７条第１項又は法第４０条第１項若しくは第３項の規定による届出をした工事

主は、当該届出に係る工事を完了したときは、届出工事の完了届（様式第２２号）に工事の完了

の概要が分かる写真を添付して、市長に提出しなければならない。 

 （特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の中止・再開・廃止の届出）  

第３２条 特定盛土等又は土石の堆積に関する工事について、法第３０条第１項本文の許可を受け

た工事主又は法第２７条第１項、法第４０条第１項若しくは第３項の規定による届出をした工事



主は、当該工事を中止し、若しくは中止した工事を再開しようとするとき、又は工事を廃止しよ

うとするときは、速やかに宅地造成等工事中止（再開・廃止）届出（様式第２３号）を市長に提

出しなければならない。 

   第４章 雑則 

 （宅地造成又は特定盛土等に関する工事許可等証明書等の交付の申請）  

第３３条 省令第８８条の書面の交付を受けようとする者は、宅地造成又は特定盛土等に関する工

事許可等証明申請書（様式第２４号）又は宅地造成又は特定盛土等に関する工事でない旨の証明

申請書（様式第２５号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の宅地造成又は特定盛土等に関する工事でない旨の証明申請書には、省令第７条第１項に

掲げる図面（位置図、地形図、土地の平面図及び土地の断面図に限る。）その他市長が必要と認

める図書を添付しなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年５月２３日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現に宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第５５号。以

下「改正法」という。）による改正前の宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号。以下「旧

法」という。）第３条第１項の規定による指定がされている宅地造成工事規制区域の区域内にお

いて行われる宅地造成に関する工事について旧法第８条第１項本文（改正法附則第２条第１項の

規定によりなお従前の例によることとされる場合を含む。）の許可（この規則の施行の日前にさ

れた都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項又は第２項の許可を含む。）を受

けた者に係る当該許可に係る宅地造成に関する工事の規制については、この規則の施行の日以後

においても、なお従前の例による。 

 


